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規 制 の 事 前 評 価 書 

 

担当課 経済取引局取引部取引企画課 

 

１．評価対象施策 

   

消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する観点から，独占禁止法及び下請法の

特例に係る立法措置を講じる。 

 

【具体的内容】 

１ 特定事業者（注１）は，特定供給事業者（注２）に対して，平成２６年４

月１日以後の商品又は役務の供給に関して，消費税の転嫁拒否等の行為等を

行ってはならない。 

 

２ 転嫁拒否等の行為等に関して，公正取引委員会，主務大臣及び中小企業庁

長官は，特定事業者及び特定供給事業者に対し，報告をさせ，検査を行うと

ともに，特定事業者に対して，違反行為を防止又は是正するために指導・助

言を行う。また，主務大臣及び中小企業庁長官は，違反行為があると認める

ときは，公正取引委員会に対して，措置請求を行う。 

 

３ 公正取引委員会は，違反行為があると認めるときは，特定事業者に対して，

転嫁を拒否した消費税額分を支払うこと等を内容とした勧告を行うとともに，

その旨を公表する。なお，特定事業者が公正取引委員会の勧告に従ったとき

は，独占禁止法による措置を採らない。 

  

（注１）特定事業者とは，①大規模小売事業者②特定供給事業者から継続し

て商品又は役務の供給を受ける法人である事業者 

 （注２）特定供給事業者とは，①大規模小売事業者に継続して商品又は役務

を供給する事業者②資本金等の額が３億円以下である事業者③個人事

業者等 

 

２．評価の実施時期 

平成２５年３月 

 

３．規制の目的，内容及び必要性等 

(1) 規制の現状 

公正取引委員会においては，平成元年の消費税導入時や平成９年の消費

税率引上げ時に，消費税の転嫁拒否等の行為について独占禁止法第２条第
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９項第５号（優越的地位の濫用）及び下請法の規定に基づき対処してきた

ところである。 

また，中小企業庁においても，下請法に基づき対処してきたところであ

る。 

 

(2) 規制の目的，内容及び必要性 

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための

消費税法の一部を改正する等の法律」（平成２４年法律第６８号）が成立し

（平成２４年８月２２日公布），平成２６年４月１日及び平成２７年１０月

１日に，消費税の税率（地方消費税を含む。以下同じ。）がそれぞれ８％及

び１０％に引き上げられることが予定されている。 

消費税は転嫁を通じて最終的に消費者が負担することが予定されている

税であるが，その税率の引上げに際して消費税を円滑かつ適正に転嫁でき

るかどうかは，事業者にとって最大の懸念事項の一つとなっている。今般

の消費税率の引上げは，消費税の総額表示義務導入後初めての引上げであ

り，かつ，二段階にわたり実施されるものであるため，平成９年の消費税

率引上げ時に比して消費税転嫁のための価格引上げを，特に価格交渉力が

弱い中小事業者等が行いにくいのではないかという懸念が大きい状況にあ

り，政府として，当該事業者が消費税を円滑かつ適正に転嫁しやすい環境

を整備する必要がある。 

さらに，消費税の転嫁拒否等の行為は税率引上げ時に集中的に生じるお

それがあるところ，これを迅速かつ効果的に是正するためには，公正取引

委員会だけでなく，中小企業庁や各業界所管の主務大臣においても，調査・

指導を行う必要がある。 

 

４．想定される代替案 

消費税の転嫁拒否等の行為を未然に防止するために，独占禁止法上及び下

請法の考え方について周知徹底を図る。 

    

５．規制の費用 

(1) 遵守費用 

  ア 本案 

本案は，特定事業者が特定供給事業者に対し，優越的地位の濫用行為

に該当する一定の類型の行為によって消費税の転嫁拒否等の行為を行っ

た場合における特定事業者に対する指導，勧告等の制度を創設するもの

である。 

しかし，これまで，消費税の転嫁拒否等の行為は独占禁止法及び下請

法に基づき厳正に対処されてきたところ，本案によって規制対象となる
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行為が変更されることはないことから，遵守費用は発生しない。 

   

イ 代替案 

遵守費用は発生しない。 

   

(2) 行政費用 

  ア 本案 

    本案では，消費税の転嫁拒否等の行為について，公正取引委員会，中

小企業庁長官に加え，各業界所管の主務大臣においても消費税の転嫁を

拒否する等の行為の是正に取り組むこととされているところ，これらの

省庁においては調査・指導等に要する費用が発生することとなる。 

また，本案成立後，消費税転嫁等の行為について事業者等からの相談

に応じるための政府共通の総合窓口として，内閣府に消費税価格転嫁等

総合相談センタ―（仮称）を設置するところ，そのための費用も発生す

る。 

さらに，消費税の円滑かつ適正な転嫁に資するためのガイドラインの

作成及びその周知徹底，転嫁拒否等の行為を未然に防止するために，パ

ンフレットの作成・配布，説明会の開催による普及啓発活動等に取り組

んでいくところ，そのための費用も発生する。 

 

  イ 代替案 

消費税率の引上げに伴う転嫁・表示に関する行為についての独占禁止

法及び下請法の考え方について，パンフレットの作成・配布，説明会の

開催等による周知徹底に係る行政費用が発生する。 

 

(3) その他の社会的費用 

ア 本案 

社会的費用は発生しない。 

  イ 代替案 

社会的費用は発生しない。 

 

６．規制の便益 

(1) 本案 

本案では，公正取引委員会及び中小企業庁長官に加え，各業界所管の主

務大臣も消費税の転嫁拒否等の行為を調査・指導をすることができる。ま

た，独占禁止法の優越的地位の濫用規制との対比において，独占禁止法と

比較してより簡易な手続により，迅速かつ効果的に転嫁拒否等の行為を取

り締まることができる。また，消費税の転嫁拒否等の行為に関する相談に
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応じるための政府共通の総合窓口として，内閣府に消費税価格転嫁等総合

相談センター（仮称）を設置することにより，消費税の円滑かつ適正な転

嫁をより一層確保することが可能となる。さらに，本案成立後に行うガイ

ドラインの作成及び普及啓発活動で，事業者における法令遵守の意識が高

まることとなる。これらの取組の結果，消費税を円滑かつ適正に転嫁しや

すい環境を整備することが可能となる。 

 

(2) 代替案  

消費税率の引上げに伴う転嫁拒否等の行為について，原則として独占禁

止法及び下請法の問題となるもの，ならないものが明確になり，一定程度

事業者における法令遵守の意識が高まる。 

 

７．政策評価の結果（費用と便益の関係の分析等） 

(1) 本案における比較 

本案では，規制の遵守費用は発生しないものの，規制導入時には調査・

指導等，ガイドラインの作成，普及啓発活動等に係る行政費用が発生する

こととなるが，公正取引委員会及び中小企業庁長官に加え，各業界所管の

主務大臣も消費税の転嫁拒否等の行為を調査・指導をすることができ，さ

らに独占禁止法と比較してより簡易な手続により，消費税の転嫁拒否等の

行為を迅速かつ効果的に取り締まることが可能となることで，消費税円滑

かつ適正な転嫁をしやすい環境を整備できるという便益が見込まれる。 

本案は，消費税率の引上げ時に集中的に生じるおそれのある消費税の転

嫁拒否等の行為を迅速かつ効果的に是正することを目的として，平成２９

年３月末までの時限的措置としていることに鑑みると，上記費用は限定的

かつ時限的なものとなると考えられることから，上記便益は規制の費用の

発生というマイナスの効果を上回るものと考えられる。 

 

(2) 代替案との比較 

本案は代替案と比較して，費用の面で劣るが，便益の面でそれ以上に優

れている。 

つまり，規制の費用については，消費税転嫁拒否等の行為に対して政府

全体として取り組むため，本案の方が代替案よりも高いと見込まれる。 

規制の便益については，代替案では，消費税率の引上げに伴う転嫁拒否

等の行為についての独占禁止法及び下請法の考え方が一定程度明確になる

という便益はあるものの，転嫁拒否等の行為に対して公正取引委員会及び

中小企業庁の限られた人員で対応することとなり，実効性ある取組を行う

ことは困難であり，消費税の円滑かつ適正な転嫁が行われないおそれがあ

る。 
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一方，本案では，公正取引委員会及び中小企業庁長官だけでなく，各業

界所管の主務大臣も消費税の転嫁拒否等の行為を調査・指導をすることが

でき，さらに独占禁止法と比較してより簡易な手続により，同行為を迅速

かつ効果的に取り締まることができるため，消費税の円滑かつ適正な転嫁

をより一層確保することが可能となる。さらに，本案のような実効性ある

取組を背景としたガイドラインの作成や普及啓発活動は代替案よりも消費

税の転嫁拒否等の行為を未然に防止する効果が高く，消費税を円滑かつ適

正に転嫁しやすい環境の整備に資するものと考えられる。 

消費税の転嫁拒否等の行為は税率引上げ時に集中的に生じるおそれがあ

り，これを効率的に対処する必要があることを踏まえれば，規制の費用は

代替案よりも本案が高くなるとはいえ，規制の便益は代替案よりも本案が

遥かに高いと考えらえる。 

以上のことから，本案の方が代替案よりも適当であると考えられる。 

 

８．有識者の見解その他関連事項 

平成２４年８月２２日に公布された「社会保障の安定財源の確保等を図る

税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」にお

いて，以下の条文が規定されている。 

第七条 第二条及び第三条の既定により講じられる措置のほか，政府は，所得

税法等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第十三号）附則第百四条第

一項及び第三項に基づく平成二十四年二月十七日に閣議において決定された

社会保障・税一体改革大綱に記載された消費課税，個人所得課税，法人課税，

資産課税その他の国と地方を通じた税制に関する抜本的な改革及び関連する

諸施策について，次に定める基本的方向性によりそれらの具体化に向けてそ

れぞれ検討し，それぞれの結果に基づく速やかに必要な措置を講じなければ

ならない。 

 一 消費課税については，消費税率（地方消費税率を含む。以下この号にお

いて同じ。）の引上げを踏まえて，次に定めるとおり検討すること。 

  イ～ニ（省略） 

  ホ 消費税率が段階的に引き上げられることも踏まえ，消費税（地方消費

税を含む。以下ホからトまで及びヌにおいて同じ。）の円滑かつ適正な転

嫁に支障が生ずることのないよう，事業者の実態を十分に把握し，次に

定める取組を含め，より徹底した対策を講ずる。 

   ⑴～⑸（省略） 

   ⑹ 消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保する観点から，私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律及び下請代金支払遅延等防止法（昭

和三十一年法律第百二十号）の特例に係る必要な法制上の措置を講ず

ること。 
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平成２５年１月２４日，自由民主党・公明党において取りまとめられた「平

成２５年度税制改正大綱」において，以下の記載が盛り込まれている。 

 

第一 平成２５年度税制改正の基本的考え方 

２ 社会保障・税一体改革の着実な実施 

（３）消費税引き上げに伴う対応 

③ その他消費税引上げに係る措置 

ロ 転嫁対策 

今般の一体改革では、二度にわたる消費税率の引上げを予定している

ことから、中小事業者から価格転嫁に関する不安の声が多く寄せられて

いる。今回の税率引上げにあたっては、下請法の適用対象となっていな

い大規模小売店と納入業者の間の取引など流通の分野も含め、力のある

事業者による転嫁拒否、実質的な値引き強制等が行われないよう、より

踏み込んだ転嫁対策を強力に推進していく必要がある。このような観点

から、自由民主党及び公明党は、税制抜本改革法案の審議過程において、

円滑かつ適正な転嫁を確保するための独占禁止法及び下請法の特例に

関する法制上の措置を講ずるべきと主張し、その旨の規定を追加したと

ころである。この法制上の措置の具体化を含め、強力な実効性のある転

嫁対策を実現する。 

 

９．一定期間経過後の見直し（レビュー）を行う時期又は条件 

―（本案に基づく消費税の転嫁拒否等の行為に関する取締りは平成２９年

３月３１日までの時限的な措置である。） 


